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平成２４年度 事業原簿（ファクトシート）  

 

作 成 日：平成２４年４月１日作成 

   更新時期：平成２５年７月  現在  

制度・施策名称  －  
事 業 名 称  高効率石炭火力発電への適用に向けたフェ

ライト系耐熱鋼の評価試験事業  
ＰＪコード：Ｐ１２０１１  

推 進 部  電子・材料・ナノテクノロジー部  

事 業 概 要  

６００～６２５℃級超々臨界圧（以下、「ＵＳＣ」という。）火力発電プ

ラントに適用可能な高い強度特性を有するフェライト系耐熱鋼（以下、「高

強度フェライト系耐熱鋼」という。）の国際標準化を促進し、早期普及を図

ることを目的として、素材製造、実機使用条件での長時間クリープ試験等

の検証試験データを取得する。さらに、クリープ劣化損傷の検出による寿

命予測を行い、信頼性評価技術の高精度化を図る。また、国際標準化を効

率的に推進するための戦略的なシナリオ及び体制づくりを行う。 

本事業では、高強度フェライト系耐熱鋼を対象に下記研究開発項目①、

②を実施する。 

研究開発項目①：フェライト系耐熱鋼の強度評価試験 

（１）高強度フェライト系耐熱鋼の最適化、検証試験データの収集および

素材製造・試験体の製作 

研究開発項目②：フェライト系耐熱鋼の信頼性評価試験及び標準化に向け

た戦略的シナリオの策定 

（１）クリープ損傷の検出および寿命予測技術の高精度化 

（２）国際標準化に向けた戦略的シナリオの策定 

事 業 規 模  

事業期間：平成２４年度  
契約等種別：委託（ＮＥＤＯ負担率１００％）、助成（助成率２／３）  
勘定区分：エネルギー需給勘定            ［単位：百万円］

 Ｈ２４年度（実績）  合計  
予算額  ２２０  ２２０  
執行額  １４４  １４４  

１．事業の必要性  
 国内の二酸化炭素排出量の３分の１以上を占める火力発電設備の高効率化は我が国のエネル

ギー政策や世界規模での温暖化対策の観点から重要かつ喫緊の課題である。中でも火力発電設

備の高効率化を実現するためには、より高温、高圧の操業条件に対応可能なクリープ破断強度

を一段と高めた耐熱鋼の開発が不可欠である。特に近年のエネルギー事情を反映し、最新鋭の

ＵＳＣ火力発電プラントに適用可能な優れた強度特性を有する耐熱鋼に対する需要が高まって

いる。  
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ」という。）は、「ナノ

テク・部材イノベーションプログラム」の一環として、平成１９年度から平成２３年度にかけ

て「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発プロジェクト」を実施し、次世代の７０

０℃級先進的超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）の高効率火力発電プラントに適用可能な高強度耐熱鋼

の研究開発を行い、強度レベルの異なる３つのタイプ、フェライト系耐熱鋼、オーステナイト

系耐熱鋼及びＮｉ基系耐熱合金において世界最高の強度を実現する新たな材料設計指針を構築

した。なかでも、フェライト系耐熱鋼については、ＵＳＣ火力発電プラントにおいても運用上

極めて有利な特性（超高強度、低熱膨張、高熱伝導率等）を有することが確認された。  
新しい高性能な耐熱鋼を世界的にオーソライズされた材料として早期に普及させるには、火

力発電プラント用材料として長時間の使用に耐えうる強度特性を有することを高い精度で実証

し、適切な機関を通じた国際標準化を進めることが必要である。また世界に先駆けて国際標準
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化を進めることで、新興国等での電力インフラ事業に材料技術を提供することが出来るなど、

関連産業の発展に大きく貢献することが期待できる。  
 

２．事業の目標、指標、達成時期、情勢変化への対応  
①目標  

ＵＳＣ火力発電プラントに適用可能な高い強度特性を有する高強度フェライト系耐熱鋼の

国際標準化を促進し、早期普及を図ることを目的として、素材製造、実機使用条件での長時

間クリープ試験等の検証試験データを取得するとともに、クリープ劣化損傷の検出による寿

命予測を行い、信頼性評価技術の高精度化を図る。また、国際標準化を効率的に推進するた

めの戦略的なシナリオ及び体制づくりを行う。  
②指標  
 実機使用条件におけるクリープ特性データを取得し、１０万時間の予測破断強度が６２

５℃、１００ＭＰａ以上であることを示す。  
 国際標準化に向けて取得したデータを整備し、標準化の申請及び登録の目途を得る。  

③達成時期  
平成２４年度  
（本事業終了後に標準化を申請し、平成２６年度末までの登録を目指す。）  

④情勢変化への対応  
事業の進捗によって国際標準化や実用化スケジュールに影響が生じると判断された場合、

実施体制の変更等を検討する。  
３．評価に関する事項  
①評価時期  
 ・毎年度評価：平成２５年７月 外部有識者へのヒアリングを実施  
 ・事後評価：なし  
②評価方法（外部評価又は内部評価、レビュー方法、評価類型）  
 ・毎年度評価：内部評価  
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平成２４年度 事業評価書 
 

平成２５年９月２６日作成  
制度・施策名称  －  

事 業 名 称  
高効率石炭火力発電への適用に向けたフェ

ライト系耐熱鋼の評価試験事業  
ＰＪコード：Ｐ１２０１１  

推 進 部  電子・材料・ナノテクノロジー部  
０．事業実施内容  
 ６００～６２５℃級超々臨界圧（以下、「ＵＳＣ」という。）火力発電プラントに適用可能な

高い強度特性を有するフェライト系耐熱鋼（以下、「高強度フェライト系耐熱鋼」という。）の

国際標準化を促進し、早期普及を図ることを目的として、素材製造、実機使用条件での長時間

クリープ試験等の検証試験データを取得するとともに、クリープ劣化損傷の検出による寿命予

測を行い、信頼性評価技術の高精度化を図った。また、国際標準化を効率的に推進するための

戦略的なシナリオ及び体制づくりを行った。具体的には、高強度フェライト系耐熱鋼を対象に

下記研究開発項目①、②を実施した。 

 

研究開発項目①（助成）：フェライト系耐熱鋼の強度評価試験 

（１）高強度フェライト系耐熱鋼の最適化、検証試験データの収集および素材製造・試験体の

製作 

 高強度フェライト系耐熱鋼の国際標準化や実用性の検証に必要な各種特性の評価試験データ

の収集を目的とした試作、試験を行う。 

研究開発項目②（委託）：フェライト系耐熱鋼の信頼性評価試験及び標準化に向けた戦略的シナ

リオの策定 

（１）クリープ損傷の検出および寿命予測技術の高精度化 

 実機使用条件を模擬したクリープ破断および未破断の試験片を対象に金属組織の劣化損傷を

検出し、最適な寿命予測法による評価、解析を行い、寿命評価技術の高精度化に資する。また

これらデータの取得及び解析を行い、高強度フェライト系耐熱鋼が６２５℃、１０万時間、１

００ＭＰａの強度を満足することを学術的根拠と合わせて裏付ける。 

（２）国際標準化に向けた戦略的シナリオの策定 

 本事業の運営管理を行うワーキンググループを設置し、国際標準化に向けた戦略的な体制と

シナリオを検討する。 

 
１．必要性（社会・経済的意義、目的の妥当性）  
 東日本大震災以降、国内のエネルギー政策が見直され、原子力へのエネルギー依存度が縮減

していく方向の中で火力発電の重要性は増大している。さらに我が国では高度成長期に建設さ

れた基盤インフラの多くが計画寿命を迎え、適切な更新、あるいは部分補修が課題となってい

る。そのような中、エネルギー・電力安定供給の観点から燃料のベストミックスとＣＯ２排出

削減の両立が必要であり、中でも我が国が世界トップレベルの技術を保有する高効率新型発電

プラントの導入と安定的な稼働は、国際的にもＣＯ２排出削減の先導的な役割を果たすものと

して期待されている。 

 火力発電プラントの高効率化を実現するには、高温、高圧で長時間使用できる耐熱材料が不

可欠であり、熱応力軽減のために熱膨張係数が低く熱伝導率の高いフェライト系耐熱鋼が使用

されている。しかし、標準的に使用されている既存のフェライト系耐熱鋼では溶接継手部の局

部的なクリープ強度低下現象であるＴｙｐｅ－ＩＶ損傷による早期破断の問題が解決しておら

ず、最新鋭の高効率火力発電プラントでの使用にはさらに強度特性に優れたフェライト系耐熱

鋼が望まれている。 

 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）が平成１９年度から平成２

３年度にかけて実施した「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発プロジェクト」で

は、次世代の７００℃級先進的超々臨界圧（Ａ－ＵＳＣ）の高効率火力発電プラントに適用可

能な高強度耐熱鋼の研究開発を行い、強度レベルの異なる３つのタイプ、フェライト系耐熱鋼、
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オーステナイト系耐熱鋼及びＮｉ基系耐熱合金において世界最高の強度を実現する材料設計指

針を獲得した。なかでもフェライト系耐熱鋼については、Ｔｙｐｅ－ＩＶ損傷の発生を克服す

るなど、現在の高効率火力発電プラントにおいても運用上極めて有利な特性を有することが確

認された。 

 新しい高性能な耐熱鋼を世界的にオーソライズされた材料として早期に普及させるには、火

力発電プラント用材料として長時間の使用に耐えうる強度特性を有することを高い精度で実証

し、適切な機関を通じた国際標準化を進めることが必要である。また世界に先駆けて国際標準

化を進めることで、新興国等での電力インフラ事業に材料技術を提供することが出来るなど、

関連産業の発展に大きく貢献することが期待できる。 

 
２．効率性（事業計画、実施体制、費用対効果）  
①手段の適正性  
 本事業はＵＳＣ火力発電プラントに適用可能な高強度フェライト系耐熱鋼の国際標準化を促

進し、早期普及を図ることを目的としている。 

 本事業の助成先（新日鐵住金株式会社）は耐熱鋼鋼管の製造実績が豊富であり、本事業を確

実に遂行し、事業終了後も計画に基づいて実用化に向けた検討を遂行する能力があると判断さ

れる。また、本事業の委託先（新日鐵住金株式会社、九州大学、京都大学）はいずれも「鉄鋼

材料の革新的高強度･高機能化基盤研究開発」に参画した経験を有しており、高強度フェライト

系耐熱鋼のクリープ損傷の検出および寿命予測に関し、高い技術力を保有している。また、委

託事業の再委託先（電力中央研究所、物質・材料研究機構）はボイラ・圧力容器規格において

世界的に権威の高い米国機械学会（以下、「ＡＳＭＥ」という。）の標準化に豊富な経験を有し

ており、参画が必要である。標準化を確実に進めるため、企業がリーダーシップをとって各事

業者が密に連携する実施体制を取っており、事業目的に照らし合わせて適切と判断される。ま

た、事業期間を１年間としたことは、予算の効率的な運用と成果の早期普及を目指したもので

あり妥当である。  
②効果とコストとの関係に関する分析 

 本事業の実施によって国際標準化を早期に実現させることで、高強度フェライト系耐熱鋼の

実用化が加速されることが期待できる。２０２０年以降、高効率火力発電プラントの新規建設

需要が国内外で３０基あると仮定した場合、フェライト系耐熱鋼は約１４４億円の市場規模が

あると予測できる。また高性能な高強度フェライト系耐熱鋼が普及することで、世界トップレ

ベルにある国内発電プラントメーカーの火力発電技術の向上に貢献し、新興国への電力インフ

ラ事業の進出など国内産業競争力の強化に繋がることが期待できる。  
 
３．有効性（目標達成度、社会・経済への貢献度）  
１．目標達成度 

１－１．事業の成果について 

研究開発項目①、②において以下の実績を得て本事業の目標は達成した。 

 

研究開発項目①：フェライト系耐熱鋼の強度評価試験 

（１）高強度フェライト系耐熱鋼の最適化、検証試験データの収集および素材製造・試験体の

製作 

ａ）国際標準化（ＡＳＭＥボイラ・圧力容器規格）への申請に向け、高強度フェライト系耐

熱鋼の成分範囲を最適化し、母材、溶接継手の室温及び高温特性やクリープ特性のデータ

を整備した。  
ｂ）実機製造性や加工性、溶接性、データの再現性等、実用面での性能が既存の耐熱鋼と同

等以上であることを確認した。  
ｃ）高強度フェライト系耐熱鋼の長時間のクリープ破断強度をＡＳＭＥ法や領域区分法とい

った最新の寿命予測法によって推定し、予測破断強度が６２５℃、１０万時間、１００Ｍ

Ｐａ以上であることを確認した。  
 

研究開発項目②：フェライト系耐熱鋼の信頼性評価試験及び標準化に向けた戦略的シナリオの
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策定 

（１）クリープ損傷の検出および寿命予測技術の高精度化 

ａ）実機使用条件を模擬した内圧クリープ試験の試験体、試験条件を設定して高強度フェラ

イト系耐熱鋼の試験を実施し、クリープ強度低下の問題となるＴｙｐｅ－ＩＶ損傷の発生

がないことを実験的に検証した。 

ｂ）転位密度パラメータや組織境界長さの時間変化を陽電子消滅寿命測定法及び局所方位解

析法に新たな劣化診断パラメータとして導入し、寿命予測技術を高精度化した。またこれ

らを母材、溶接継手の強度予測に適用し、Ｔｙｐｅ－ＩＶ損傷が発生する可能性がないこ

とを予測し、目標強度達成の評価に繋げた。 

（２）国際標準化に向けた戦略的シナリオの策定 

ａ）助成事業との共同ワーキンググループを設置し、ＡＳＭＥボイラ・圧力容器規格の許容

応力の算定手法やデータパッケージに必要なデータ種類等を検討し、標準化の申請に向け

た第一次データパッケージを作成した。 

ｂ）ＡＳＭＥボイラ・圧力容器規格委員会のＣｏｄｅ Ｗｅｅｋや関連する国際会議に参加し、

高強度フェライト系耐熱鋼の認知度向上を図ると共に、標準化の申請に必要な技術データ

の最新情報を収集し、データパッケージの作成に反映した。 

 
１－２．事業成果の今後の見通し及び取り組みについて 

 事業期間は実質的に１年未満の短期間であったが、事業者によって許容応力の算定、クリー

プデータの取得、強度予測法の高精度化等が精力的に進められ、ＵＳＣ火力発電プラントに適

用可能なフェライト系耐熱鋼の国際標準化を早期に実現できる目途を得た。 

 本事業終了後、助成事業者によってデータパッケージがさらに拡充され、ＡＳＭＥボイラ・

圧力容器規格委員会へ申請される予定である。計画では本事業を実施しなかった場合と比較し、

標準化の申請が約２年前倒しされ、平成２５年１１月以降に開始される予定である。その後、

審議を経て平成２６年度末には標準化を実現できる見込みである。 

 また本事業では、高強度フェライト系耐熱鋼の実機製造性や加工性、溶接性、データの再現

性等の実用面での性能も既存の耐熱鋼と同等以上であることが確認されており、標準化への取

り組みと並行して実用化に向けた取り組みも助成事業者において継続的に実施される。 

 

２．社会・経済への貢献度 

 世界的に権威のあるＡＳＭＥボイラ・圧力容器規格での標準化が完了すれば、オーソライズ

された耐熱鋼として火力発電プラントの建設や立て替え補修での使用が可能となり、我が国鉄

鋼業が世界市場での優位性を確保することが期待できる。また、本事業成果の普及は国内発電

プラントメーカーの火力発電技術の向上にも貢献し、新興国への電力インフラ事業の進出など

国内産業競争力の強化に繋がることが期待できる。  
 本事業成果の普及により、主蒸気温度６２５℃で操業可能な高効率火力発電プラントが設計

された場合、既存の６００℃級火力発電プラントに対して発電効率を４２％から４４％へ向上

することが期待できる。これにより、１０００ＭＷ級の発電所一基あたり年間約１９万ｔのＣ

Ｏ２削減効果が期待できる。  
 
 
 
 
 
４．優先度（事業に含まれるテーマの中で、早い段階に、多く優先的に実施するか）  
 
特記事項なし。  
 
５．その他の観点（公平性等事業の性格に応じ追加）  
 
特記事項なし。  
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６．総合評価  
①総括  
 国内の最新鋭の石炭火力発電プラントは高効率の操業条件（主蒸気圧力２６ＭＰａ、蒸気温

度６００～６１０℃、発電効率４２％）での稼働を実現しており、我が国の技術は世界トップ

レベルにあるが、その実現には耐熱材料のブレークスルーが重要な役割を果たしてきた。  
 本事業では、新たに開発された高性能な高強度フェライト系耐熱鋼の早期普及を実現するた

め、国際標準化を促進することを目的に火力発電プラント用材料として長時間の使用に耐えう

る強度特性を有することを高い精度で実証し、ＡＳＭＥボイラ・圧力容器規格での標準化に向

けたデータを整備した。実質的な事業期間は１年未満という短期間でありながら、高性能なフ

ェライト系耐熱鋼の標準化を早期に実現できる目途を得たことは、予算の効率的な運用と成果

の早期普及の点においても意義は大きい。また、本事業の対象である高強度フェライト系耐熱

鋼の標準化が完了すれば、オーソライズされた材料として火力発電プラントの建設や立て替え

補修で使用可能となり、我が国鉄鋼業が世界的な市場での優位性を確保することが期待できる。

 世界の発電電力量のおよそ４０％は石炭火力発電に依存しており、中でも中国、インドにお

ける石炭火力発電の割合は高い。高度な技術レベルでの耐熱材料の開発を基盤として、我が国

が優位性を持つインフラ技術をこうした新興国へ展開することは、国内製造業の国際競争力の

強化だけでなく、世界的なＣＯ２排出削減への貢献が期待できることから、本事業の社会的・

経済的意義は大きい。  
 
なお、事業評価書及び実施意義等について外部有識者へヒアリングを実施し、下記のようなコ

メントを頂いた。  
 
事業評価書に関するコメント  
 ＴｙｐｅⅣ損傷の発生がない高強度フェライト鋼の開発は、ＵＳＣ火力プラントへの適用に

対して有効であり、早期の普及が期待される。クリープデータの整備ならびに実機製造性、加

工性の確認が行われ、目標が達成されており、今後の標準化、国際規格化への取り組みが継続

して実施されることを期待する。実用化に向けては、溶接材料のマッチングも含めた実用面で

の性能評価が必要であり、継続した取り組みが必要と考える。  
 
実施意義等に関するコメント  
 原発の稼動の問題から、火力発電の重要性は増しており、その高効率化は急務である。次世

代７００℃級Ａ－ＵＳＣ発電プラントの開発に期待がかかるが、実用的にはコストも課題であ

る。その観点でも高強度フェライト鋼の開発は有意義であり、直近での６２０℃、６５０℃級

火力発電プラントへの適用が期待できる。さらに、現行の温度においても、板厚の低減などの

コストダウンにも貢献できる。海外プラントにおける高温化も含め、日本の技術を世界に示す

意味でも本ＰＪの意義は高いと考える。  
また、実用化に重要な ASME の標準化が約２年前倒しできる見込みとなった意義は大きい。  
 
②今後の展開  

平成２４年度事業としての目標は達成し、事業を終了する。今後、助成事業者を中心に高強

度フェライト系耐熱鋼の標準化と実用化への取り組みが継続的に推進されることが見込まれ

る。事業終了後、企業における実用化・事業化については企業化状況報告などによる調査を行

い、把握する。  
 
 


